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 第⼀四半期の好調を引き続き維持し、売上⾼は7.8%増の2,591億円、営業利益は
23.6%増の409億円と、いずれも第1四半期に引き続き過去最⾼を達成。

 四半期純利益はリクルートHD社の株式売却益による特別利益計上（約190億円）に
より、前期⽐179億円の増益。
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 コンサルティングは、国内でのDX関連案件を中⼼に好調。好調な事業環境は下期も
継続すると⾒ている。

 ⾦融ITは、
・証券業向けは、証券業に分類される野村HD向け売上⾼はほぼ横ばい、⼀⽅、
共同利⽤型サービス（THE STAR）導⼊が複数社で進み増収。

・保険業向けは、⼤⼿損保・ダイレクト系損保向けを中⼼に複数の開発案件で
増収。

・銀⾏業向けは、インターネットバンク向け基幹系システム再構築案件等で増収。

 産業ITは、
・流通業は、消費税増税に伴う案件が複数あり、加えて、EC構築案件が
引き続き活況で増収。

・製造・サービス業等は、海外事業（主に豪州事業）の約20億円強の減収に
より全体として減少。⼀⽅、国内事業に限ると数億円の増収。

 IT基盤サービスは、デジタルワークプレイス事業でWindows10化や働き⽅改⾰に伴
うオフィス環境刷新へのIT投資需要がピークを迎えている事、また、⼦会社のNRIセ
キュアを始めとした情報セキュリティ事業が好調で増収。
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 野村HD向けは、デジタルワークプレイス事業の案件により増収。

 セブン&アイ・ホールディングス向けは、消費税増税対応等のIT投資が牽引し、増収。

 海外事業は、豪州を中⼼に約34億円の減収。海外事業の減収のうち約半分は、豪ド
ルを中⼼とした為替要因（豪ドルレートが前期⽐10%近く下落）。
北⽶やアジア・その他でも円⾼による減収影響に加え、アジア・その他では中国やア
ジアでのコンサルティング事業がマクロ環境の影響により減収。
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 コンサルティングは、前期期初から⼤型案件が進んでいたこともあり前期⽐で若⼲の
減益だが、上期として⾼い利益⽔準であり好調を維持。

 ⾦融ITは、第1四半期に計上した共同利⽤型サービス導⼊に伴う製品販売の影響に加
え、開発案件活況による稼働率の⾼まりもあり、⼤幅増益。

 産業ITは、売上⾼がほぼ横ばいも、増益を確保。海外事業を除くと国内分の営業利益
率は約14％と⾦融ITを上回る⽔準であり、EC構築案件での開発標準化に伴う⽣産性
向上や、中国オフショアの活⽤により収益性が向上している。

 IT基盤サービスは、前期に引き続き好調を維持し、増益。
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 コンサルティングサービス約24億円増収のうち、約半分がコンサルティングセグメ
ントで増収、残りがITソリューション案件の上流⼯程の増収分。後者は今後、開発
⼯程の売上に直接寄与するため、好調を維持できると考えている。

 開発・製品販売は、⾦融ITを中⼼に増収。
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 外注費が売上⾼の増加率に⽐べ約3ポイント増加しているのは、中国オフショア開発
が進んでいることが要因。それにより開発の⽣産性が向上している。外注費全体の2
割弱が中国オフショア向けであり、今後、この割合を拡⼤していく余地はまだあると
考えている。

 のれん償却額の減少は、B+Pののれんを19.3期末に全額減損したことによる。
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 リクルートHD社の株式売却により、投資有価証券売却益を約190億円計上。
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●国内
 コンサルティングは、9⽉末に向けて売上計上の進捗が早かったことから若⼲の減少
となったが、前期の⾼⽔準を継続しており、依然として引き合いは強い。

 ⾦融ITは、証券業向けを中⼼に増加。保険業向けは⼤⼿⽣保向けの案件減少の影響が
あるものの全体として依然として⾼⽔準であり、下期も上期と同様、好調を維持して
推移すると⾒ている。

 産業ITは、⼤型案件の端境期にあり前期⽐減少となった。当社要員の⾼稼動が継続し
ており、受注をやや抑制したことが減少の要因。但し、⾜元の事業環境は活況であり、
国内分の今期の業績⾒通し達成に向けては概ねインラインに進⾏している。

 IT基盤は、デジタルワークプレイス事業、NRIセキュアを始めとするセキュリティ事
業が好調で増加。

●海外
 減少の要因は、豪州事業の為替レートの影響（豪ドルに対して円⾼）であり、その影
響を除けば、前期と⽐べ同⽔準。
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 売上⾼＋受注残⾼の進捗率は前期並みと、全体としては概ねインラインで進捗。
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 上期の進捗を踏まえ、営業利益を40億円上⽅修正。営業利益 上期409億円の着地に
対して、営業利益 通期が800億円を予想。下期に業績が偏重する傾向から鑑みると
やや保守的に⾒えるが、順調に進捗すれば上振れも期待できる数字。

 当期純利益を20億円上⽅修正した理由は、営業利益の上⽅修正に伴うものである。

 配当性向が⼀⾒低く⾒えるが、今期はリクルートHD社の売却に伴う⼀過性の利益計
上があったためである。

 配当は、⼀過性の特別損益で増配・減配するのではなく、配当性向35％を⽬安とし
て安定的に向上させていきたいと考えている。今回は配当を据え置きとしているが、
今後の⾒通しや来年度以降の業績の考え⽅によっては配当⾦額を⾒直す可能性もあ
ると考えている。⼀⽅、今期は約1,600億円の⾃⼰株取得を実施したことで総還元
性向が⾮常に⾼く、株主還元全体としてバランスを⾒ながら進めていきたい。
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 ⾦融ITは⾜元の受注が好調であり50億円⽬標を引き上げる。

 産業ITは50億円⽬標を引き下げた。流通業はECサイト構築等のIT投資需要は強く10
億円⽬標引き上げている⼀⽅、製造・サービス業等を60億円⽬標引き下げる。製
造・サービス業等の国内分は計画通り進捗すると⾒ているが、海外事業の事業環境が
若⼲弱含みであること、また、豪州事業の為替レートの影響（豪ドルに対して円⾼）
を反映したことが理由である。
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 ⾃⼰株式保有⽅針に基づき、⾃⼰株式の消却を実施予定。

 10⽉25⽇現在、消却後の⾃⼰株式数は発⾏済株式総数に対して5.8％と、⾃⼰株式保
有⽅針の⽐率をやや超過するが、役員報酬のストックオプション⾏使等を鑑みると、
発⾏済株式総数に対して概ね5％を⽬安とする⽔準になると考える。



25



26



27



28



29



30



31



32



33



34



35



36



37



38



39



40



41



42



43


